
平成 28 年度 包括連携協定に基づく具体的な取組（株式会社宮崎銀行） 

事業承継・Ｍ＆Ａ理解促進セミナーの開催 

担当課：商工政策課 

概 要：中小企業等の経営者の高齢化や後継者不足による企業の休廃業や解散が課題とな

っている。そこで、事業承継とＭ＆Ａの分野における専門家を講師として招き、

事業承継対策、信託やＭ＆Ａの活用方法に関する理解促進のためのセミナーを開

催した。 

   【第１部】講演「経営者のための事業承継・信託」 

講 師：ウィル税理士法人 次長 吉岡 潤 氏 

   【第２部】講演「中小企業のための M&A 活用法」～初級編～ 

講 師：㈱日本Ｍ＆Ａセンター ディールマネージャー 柄目貴弘 氏 

日 時：平成 28 年４月 26 日（火）18：00～（受付 17：30～） 

場 所：宮崎銀行都城営業部 ３階会議室 

対象者：法人格を持つ都城市内の中堅・中小企業経営者及び経理担当者等 

定 員：100 名 

入場料：無料 

参加企業：51 社 参加者 91 名（内訳：企業 60 名、行政 17 名、行員 14 名） 

 

事業承継・Ｍ＆Ａ個別相談会の開催 

担当課：商工政策課 

概 要：今後の経営や事業承継で悩んでいる経営者、Ｍ＆Ａを検討している経営者等を対

象に、事業承継やＭ＆Ａに関する個別相談会を開催した。 

日 時：平成 28 年７月 14 日（木）、15 日（金）９～16 時 

会 場：市役所本館５階 １・２号委員会室 

対象者：法人格を持つ都城市内の中堅・中小企業経営者及び経理担当者等 

定 員：24 社程度 

相談料：無料 

相談員：宮崎銀行 事業承継・Ｍ＆Ａ支援室 専門員 

相談者：申込 13 件 当日相談７件 ６件は日程が合わず、別途相談実施 



 

就職座談会への参加 

担当課：総合政策課 

概 要：都城市、三股町、曽於市、志布志市と連携して実施する「都城広域移住・ＵＩＪ

ターン就職座談会」にパートナーシップ企業として参加し、圏域内への移住・Ｕ

ＩＪターン希望者の採用に協力いただいた。 

日 時：平成 29 年２月 19 日（日）、20 日（月） 13：00～17：00 

場 所：福岡市 福岡ビル ９Ｆ大ホール 

参加者：80 名（新卒 64 名、既卒 16 名） 

参加企業：都城市の企業 13 社（エビス商事、大淀開発、九南、霧島ホールディングス、シ

ステム技研、トーア、ながやま、日本情報クリエイト、ハンズマン、ブンリ、

都城グリーンホテル、宮崎銀行、吉原建設） 

     三股町の企業２社（えびの電子工業、新原産業） 

     曽於市の企業２社（ジャスティ、マトヤ技研工業） 

     志布志市の企業２社（九州昭和産業、サンキョーミート、志布志東洋埠頭） 

 
 

 

若い世代の中山間地域等への移住・定住を促進するための住宅ローンの創設 

担当課：総合政策課 

概 要：市が実施する住宅取得資金利子補給金（中山間地域等）の利用者のうち、宮崎銀

行から借入れを行った場合は、住宅ローンに付帯する全疾病対応の団体信用生命

保険を金利上乗せ無しで適用した。 

実 績：41 件 

《住宅取得資金利子補給金（中山間地域等）の概要》 

中山間地域等への移住・定住の促進を図るため、中山間地域等に自らが居住する住宅を新

築、または土地建物（中古住宅を含む。）を購入する若い世代へ住宅ローンの一部を利子

補給する。 

対 象 者：・新婚世帯（婚姻届出後５年以内の世帯） 

      ・子育て世帯（小学校６年生以下の子どもがいる世帯） 

利子補給額：住宅ローンの利子支払い年額の５割 

限 度 額：１年間に最大 10 万円×３年間 

対 象 件 数：50 件 



 

企業巡回型マイナンバー申請補助の実施 

担当課：総合政策課、市民課 

概 要：日中が仕事で忙しく、市役所に行く時間がない企業の社員向けに、市職員が企業

へ出向く企業巡回型のマイナンバーカード申請補助を企画。第１号として宮崎銀

行都城営業部で実施した。 

日 時：平成 28 年７月 20 日（水） 

場 所：宮崎銀行都城営業部 

参加者：行員 29 名 

 
 

 

 

 


